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Ｉ．
は じ め に

人間活動のもた らす地 球環境の破壊が今日、 世界的
な広がり の中で認識され、 さま ざま な場

面 で 議 論 さ れ て い る。 人 間 の 欲 求 充 足 の た め に 各 種 の 財 ・ サ ー
ビ ス を 提 供 し て い る 企 業 に あ っ

て も、 地 球 環 境 問 題 と の か か わ り を 否 定 す る こ．
と は で き な い。 と い う よ り、 あ る 種 の 問 題 に っ

い ては企業活動が地 球環 境間題の主因であるケースもある。 そ こで 「地球に優 しい」 企業経営

が 提唱され、 実践さ れて きているが、 その場合に 「地球に優 しい」
とは単に対症療 法的な受け

身 の 発 想 に よ っ て で は な く、 積 極 的 に 経 営 の あ ら ゆ る 局 面 に つ
い て 「エ コ ロ ジ カ ル」 で あ る・

っ ま り、 購 入、 生 産、 販 売、 廃 棄 ・ 排 出、 財 務
な ど あ ら ゆ る 局 面 で 生 態 系 に 配 慮 す る 経 営 が 望

ま れる。 このこと は、 企業経 営の中で
重要な役割を演 じている 会計にも適合するの であり、 企

業会計 にも生態学的な発想の 転換が求められるのである。

そ の よ う な 時 代 の 要 請 に よ っ て 誕 生 し つ つ あ る の が 「グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ」 で あ り、

それ は従来の企業利益計算を 「国 是」 とする会計の体系・ システム を、 社会的関係状 況 （コン

テ ク ス ト） そ の も の か ら 根 本 的 に 揺 る が せ、 脱 構 築 す る 可 能 性 を 秘 め て い る。 と は い え、 グ リ ー

ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ は 「無」 か ら 突 如 と し て 生 じ た の で は な い。 そ れ は、 こ れ ま で の 「社 会

関連会 計」 「企業社会会計」 ｒ企 業社 会報告」 など、 企業の社会 的責任と会計との関係 を問題

と し て き た、 社 会 的
な 「ア カ ウ ン テ ィ ン グ」 の 頷 域 を バ ッ ク ボ ー ン と し て い る。 他 方、 こ れ ま

で の 社 会 関 連 会 計 の 領 域 で は 稀 薄 で あ っ た、 エ コ ロ ジ ー （生 態 学） 、 エ ン ト ロ ピ ー （熱 力 学 の

法則） な どの新しい概念が導入さ れ得 る潜在性もある。

と く に、 伝 統 的
な 「ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ ＝ 会 計 責 任」 概 念 に つ い て は、 グ リ ー ン ・ ア カ ウ

ン テ ィ ン グ に 適 合 す る も の と し て 「パ ブ リ ッ ク ・ ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ」 、 「社 会 的 ア カ ウ ン タ

ビ リ テ ィ」 と い っ た 概 念 が 展 開 可 能 で あ る
’〕
。 そ の 背 景 に は 人 間 以 外 の 生 物 ・ 無 生 物 の 存 在 価

値を正当に 認識し、 一定の 「権利」 を設定 する という、 規範的・倫理的な 問題が横たわってい

る。 し か し、 こ の ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ に つ い て の 議 論 は 別 稿 に 譲 り、 本 稿 で は エ コ ロ
ジ カ ル ・

マ ネ ジ メ ン ト や グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ を 生 み 出 し た 思 想、的 背 景・ グ リ ー ン ・ ア
カ ウ ン テ ィ

ン グ の 現 在 考 え ら れ る 範 囲、 環 境 監 査 の 動 向 な ど、 グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン
グ と し て 考 え ら

れる範囲・ 領域 にっ いて、 時には伝統的な 「会 計」 の枠を越える （よう に思 われる） こ
と は承

知の上で概観す る。 そして環境情報の認識 と測 定にっ いて検討を深
め
、
とく にその会計本体へ
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の 包 摂 の 可 能 性 に っ い て 論 及 す る。 環 境 監 査 と 環 境 情 報 デ ィ ス
ク ロ ー ジ ャ ー に つ い て は ア カ ウ

ン タ ビ リ テ ィ 概 念 と の 関 係 が 深 い の で 詳 細 は 別 稿 に 譲 り、 概 略 的 説 明 に と ど め て い る。

■． エ コ ロ
ジ ー と 企 業 経 営

今 日、 環 境 問
題 が 企 業 経 営 に 要 求 し て い る こ と は、 概 念 的 に は エ

コ ロ ジ カ ル ・ マ ネ ジ メ ン ト

すなわち、
「生態学 的に健全な 企業経営」 と表現 できようヨ〕。

生態学 的に 健全な 企 業経 営こ そ

が真に地球や環境 に 「優しい」 経営であると いえ よう。 それでは 「生 態学的に健
全である」 と

はいかなることか が問題となる。 これの説明の 仕方は様々な もの があ ろう
が、 次のように要約

す る こ と が で き る。

［生態学的な健 全さ］

① シ ス テ ム 論 的 見 方（ｓｙｓｔｅｍ ｔｈｅｏｒｙ） ・ 包 括 的 世 界 観 （ｔｈｅ ｈｏ１ｉｓ七ｉｃ ｖ
ｉｅｗ）に 依 拠 す る 経 営

・ シ ス テ ム 論 的 見 方 と は 「ま ず 第 一 義 的 に は、 世 界、 諸 問 題、 諸 活 動、
諸 事 象 に っ い て 考 え

る方法をさす が、 そ
れは二っ の主な特性を 持っている。 第一の 特性は、

全ての事柄は相互に

関 連 し あ っ て お り、 し た が っ て、 あ る ひ と つ の 事 柄 に 対 し て 全 体 的
理 解 を 示 す と い う こ と は、

他のあ らゆる全ての事柄に理解を示す必要 があると考え られる 点である。 第二には、 そう し

た十分な 理解は不可能であり、 そう した諸問題は隣接する サ
ブ シス テム ー 全世 界の あ ら

ゆる事 象がより 高次元で解決されるた めに、 いっそう統制 可能
なシステムヘと向かう複雑な

プロセ ス ー を考慮した上で提示さ れね ばならないと 考え る。 適用されるサ ブシ ステ ム は、

影響可 能性の間題 一 ここでの中心問題 は、 影響を及 ぼして いる
主要 な原 因 は何 であ るの

か、 そ してま た
当該問題が次に影響を 与えるであろう環境上の主要な要素は何であるのか 一

を 考 え 合 わ せ な が ら 選 択 さ れ る３〕。」

・ 包 括 的 世 界 観 と は、 「世 界 を 相 互 に 連 絡 し た
全 体 で 一 個 の、 生 命 の ネ ッ ト ワ ー ク と み な し、

多く の異なる部分の寄せ集めと は見な さない。 も しこ のネットワークの構成要素の一部を 破

壊 す る と、 最 後 に は ネ ッ ト ワ ー ク そ の も の
を 破 壊 す る こ と に な ろ う。 我 々 が そ れ を 破 壊 す る

と す れ ば、 結 局 は 我 々 自 身 を 破 壊 さ せ る こ
と に な る４〕。」

（ 以上のように、 システム論 的見方と包括的世界観
とは同一とみてよい。）

②生物による物質の循環的・ 永続 的な利用の保証 → 食物連鎖・物質 循環 を妨 げる 人 為活 動

の危険性を認識 しリスク を極 小化する。

③生物種の多様性と相互 依存 性＜生物種ネッ トワーク ＞の保持 → 生 物種 の多 様 性の 保全 と

ハ ビタッ ト （棲息地） 保護 を念頭に営業活動を行う。

④エ ントロ ピー法則 を無 視したエネルギー利用の 危険性を認識 し、 エネ ル
ギー利用 拡大から

適正水準への抑制へ、「省エ
ネ」 か ら 「減エネ」 に努 める。

とくに包括的世界観の 教え るところは、 これまでの 学問上、 思想上の支配 的
パラダイ ムであっ

た、 機械論的・分 析的
な科学万能主義や、 主体・客 体の二項分

立の考え方 とは根本的に異なる
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ものであり、 キ リスト教に根差す、 自然支配・人間中心の西欧合理主義の思 想の根本的転換を

求 め る こ と に 注 意 が 必 要 で あ る。 こ れ は 思 想 的 に は 近 世 モ ダ ニ
ズ ム を 克 服 す る ポ ス ト ・ モ ダ ン

の試みと も言え る。 このこと は経済学 の領域にも当然波及し、 自然資源を無尽蔵 （そしてある

ものにっいて は無償） と仮定 した拡大 再生産 を信じて止まない資本主義文明の再 考を要求 して

い る の で あ る。 そ の た め に 必 要 な 手 立 て は カ プ ラ ら の 言 葉 で 次 の よ う に 要 約 さ れ る。

①世界が危 機に瀕していることの 認識、 ② 間題が相 互に関連しあっている ことの認識、

③物か ら関係性 への転換、 ④部分か ら全体 への転換、 ⑤支配か ら協カヘ の転 換、

⑥構造か らプロ セスヘの転換、 ⑦ 自己主張 から統合への転換、

⑧成長か ら持続 可能性への転換５）

そ こで、 今日の経済 活動を担っている企業 にあ っても、 その行動原理を①～⑧ へ根本的に変え

な く て は こ の 地 球 環 境 危 機 を 脱 す る こ と は で き な い。 新 た な 企 業 文 化 と し て の エ コ ロ
ジ カ ル ・

マ ネジメ ントの創造 が必要なのであ 孔 企業の全従 業員の意識改革に基づく・ 企 業のあらゆる

活 動 場 面 で の エ コ ロ ジ カ ル な 配 慮 が あ っ て こ そ、 既 存 の
パ ラ ダ イ ム の 克 服 は 可 能 と な り、 持 続

可 能な 資源利用に基 づく 経済活動が実現され、 人問 の生存と環境の存立とが両立 できるように

な ろ う
副
。

皿
．
エ コ ロ ジ カ ル ・ マ ネ ジメ ン トと 会 計

エ コ ロ ジ カ ル ・ マ ネ ジ メ ン ト の 実 践 に 当 た り・ 会 計 は ど の よ う
な 機 能 を 果 た す の か。 こ の 場

面 にお いて、 先述の 「関 係性への転換」 が会計理論 的に も重要な意味合い を もっ よ う に
な る。

最近日 本でも議論される 機会の増した 「関係主義的会計研究」 な いしは 「関係状況化 アプロー

チ」 は、 伝統的会計学の 認識レ
ベルでの実体 （実在） 的思考 を批 判し 「会計築像論」 を展 開し

て お り、 会 計 目 的 観 に お い て も 機 能 優 先 的 思 考 に 対 し て 批 判
が 巻 き 起 こ っ て い る

〒〕
。 エ コ ロ ジ

カ ル ・ マ ネ ジ メ ン ト の 思 想 背 景 に あ る デ ィ ー プ ・ エ コ ロ ジ ー （深 層 的 環 境 保 護 思 想）３〕と 会 計

の 関 係 状 況 化 ア プ ロ ー チ と は ポ ス ト ・ モ ダ ン と い う 思 想 的 底 流 に お い て は 同 じ 流 れ に 属 す る も

の で あ り
、
エ コ ロ ジ カ ル ・ マ ネ ジ メ ン ト の 実 践 に は エ コ ロ ジ カ ル ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ （ デ ィ ー

プ ・ エ コ ロ ジ ー に 則 っ た、 グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン
グ の 最 も 徹 底 し た 形 態） が 不 可 欠 の も の

と な る。 そ の 場 合、 ア カ ウ ン テ ィ ン グ （会 計） は、 従 前 の 写 像 論 の
よ う な、 実 態 世 界 を た だ 反

応的に写 し出すという消極的な役 割をもっ と見なすのではなく、
「非 常に強力な政治的・社会

的・環境的 諸側 面を有して畠〕」 おり、
「会計という活動が、 一連の価値自由な技 術の応用 の上に

築かれた何 らか の中立的・客観的 機能 をはるかに超えるω」 ものだ、 と 認識するこ と が重 要で

あ る
。

ソシュー ルを 始祖とする言語論の論調 に従えば・ 会計という一種の 言語 活動においても、 数

値 ・ 言 葉 と い う 記 号 を 通 じ た コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン が 「共 同 幻 想 的」 な ニ ュ ア ン ス を 帯 び た、 社

会的現象と して 顕現することが理解で きる。 会 計を通 じて売 上 高や 利益 や 棚卸 資産 が 「可視
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化’’〕」 さ れ て 初 め て 人 間 に 認 識 さ れ る と い う こ と は、 資
本 主 義 の 原 理 そ の も の が ま さ に 会 計 を

通 じて具 体化され認識されるということである１勃。 環境
破壊を もた らした今日の経 済発 展を 支

える原理 が近代経済学に依拠する、 開発→成 長主導の資本主義に
ある とすれば、 今日までの経

済計 算や会計が環境に及ぼ した ダメ ー ジは相 当大きい、 と反省 し
な ければならない。 一例と し

て は、 環境のよう
な超々長期的効用を有する 資産に対し割引現在 価値を適用 す ること が 結局、

環 境 の 現 在 価 値 を ゼ ロ に し て し ま い、 意 志 決 定 を ゆ が め る 間 題
が あ る’３〕。 ま た、 環 境 破 壊 の コ

ス トを取引概念か ら排除する、 っまり社 会的コストと して会 計本体の利
益計算に含めなかった、

と い う こ と も 挙 げ ら れ る。

しかし、 伝統的会計の
反省が会計 計算方法の変更や会計 本体への社会的費用の包摂だ けに局

限 さ れ て し ま っ て は エ コ ロ ジ カ ル ・ マ ネ ジ メ ン ト の 実 現 に は 思 想 的 に も 実 践 的 に も 不 十 分 で あ

る。 もちろん、 さまざま
な技法によ って複式簿記機構に 取り 込ま れる 「取引」 「価額」 が環 境

を配慮するようにさせること はでき るし、 その方向での 努力の
一例は後で も示 九 だが・ 企 業

の関係する環境間題の解決 には、 「企業の自然環境情報」 の包括的体系
が展開さ れな ければな

ら ず、 グ リ ー ン ・ ア
カ ウ ン テ ィ ン グ は、 皮 相 的 環 境 保 謹 主 義 に 依 拠

し て 専 ら 「市 場」 の 枠 内 だ

け で 機 能 す る こ と を 目 指 す の で は な く、 デ ィ ー プ ・ エ コ ロ
ジ ー に 立 脚 す る エ コ ロ ジ カ ル ・ ア カ

ウ ン テ ィ ン グ に 発 展 ・ 純 化 ・ 洗 練 す る 必 要 が あ る。

そ して、 企業の評価軸
と して 従来の 「利益」 一本 で評 価するのではなく、 少なくとも 「環境」

を 並 列 さ せ た、 複 眼 的 な 企 業 の 評 価 体 系 を 構 築 し
な け れ ぱ な ら な い。 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ が 財

務 的 ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ の み に 止 ま る の か ど う か の 再 考 が 必 要 な の で あ る。 皿 節 で 述 べ た よ う

な ［生 態 学 的 健 全 さ］ を 具 体 的 に 示 す 指 標 と し て、 ＜ 廃 棄 物 ア
カ ウ ン テ ィ ン グ ＞、 ＜ ハ ビ タ ッ

ト ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ ＞、 ＜ エ ネ ル ギ ー ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ ま た は エ
ネ ル ギ ー 監 査 ＞ が 考 え ら

れる。 こ れら
を利 益指標と同等の地位に置き、 多次 元的観点

か ら企業 業績を判定することが重

要 で あ る。

このこ とは、 企業の内部的意志決定に際 し環境
的諸側面を意志 決定に反映させるため環境情

報 を 提 供 す る と い う、 経 営 階 層 内 ア カ ウ ン タ
ビ リ テ ィ と い う 意 義 だ け で な く、 民 主 主 義 社

会 に

おける企 業対社会の意志決定プロセスか らも要 請されること であ る。 っまり、 企業の環境情報

は広く 社会に開示される必要がある。 とく に自然環境という、 社会的に広範囲の者に影響
を及

ぼす 間題にっ いては、 企業セクターに限 らず
広く 情報公開を 行い、 利害関係者の参加的

意志決

定が 確保されねばならない。 会計情報 はその一 翼を担う もの として位置
づ け られる の であり、

複式 簿記 「利益」 と並ぶ、 物量、 記
述情報の 体系化の必要 があ 孔 そのような体系化に当たっ

て は、 企 業 の
パ ブ リ ッ ク ・ ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ の 履 行 と い う 切 り 口 で 説 明 す る こ

と が 可 能 で あ

る。 そ れ は、 環 境 破 壊 に 何 ら
か の 責 任 を 有 す る 企 業 が、 安 全 性 や 汚 染 の 状 況 ・ 改 善 に っ

い て、

利 害 関 係 者 に ア カ ウ ン ト ＝ 釈 明 す る、 と い う も の で あ る。 （な お こ の 利 害 関 係 者 に は
人 間 外 の

生物種や環境そのものも含まれると解 釈できるが、 これ以 上の論説にっいて は別
稿に 譲 孔 ）
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そ こ で、 パ ブ リ ッ ク ・ ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ に 基 づ き、 グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ の 諸 相 を

考察すると 次の三段階に整理で きよう。

１． 環
境 情報 の認識と測定、 とく に会計本体への包摂

企業活動 が環 境に及ぼす影響 は実 に多 方面にわたり、 その影響の 範囲 も広く、 どのよう
な企

業のいかなる環 境情報がどのような 形で認識・測定され、 報告さ れな けれぱならないのか、 画

定するに至るに は長い議論が必要で あろう。 現在までの環境問題に 対す る世界的な合意を 総合

すれば、 次のよ う
な情報を企業 は収 集す るよう要請され 孔

①開発による、 森林や湿地に代表さ れる
土地の生態系破壊に伴う、 ハ ビタット破壊状況 にっ

いての事前・ 事後の環境影響評価 （ア セスメ ント） ＜生物多様性 の保護＞

②ＣＯｌその他の温暖 化ガスの放出量の管理を中心と するエネルギー対策＜ 対温暖 化・ エネ

ルギー使用量 ＞

③ 特 定 フ ロ ン、 放 射 性 物 質、 有 機
塩 素 化 合 物、

重 金 属 類、 プ ラ ス チ ッ ク と い っ た、 生 物 分 解

不能物質 （自然の物質循環に委ね られない有害危険物質） の管理 ＜廃棄物対策＞

これらの中に は特定の環境基準が法制化 されているものもあろう。 その ような特定の物質 にっ

い て は 法 律 ・ 条 例 等 の 遵 守 度 を 測 定 す る こ と に な る。 こ の 場 合 は そ の 基 準 の 遵 守 を 巡 っ て、 企

業の規制が可能 とな る。 また、 規制値
を 上回る自主的基準を設定 してい る場合には、 その達成

状 況 の 定 期 的 な モ ニ タ リ ン グ を 行 う こ と に な る。 何 れ に せ よ、 環
境 基 準 の 達 成 度 に っ い て は、

物量情報を中心 に測定されるが、 物量 データ の測
定に当たって は、 その 測定方法に内在する限

界 （技術的精度、 測 定
地点、 測定時間、 測

定 期間、 測定間隔な ど） を十 分に考慮すること、 す

なわち科学的測 定の 客観性には限界があると 認識することが必要である。 ま た、 物量 データ だ

け で 事 が 済 ま さ れ な い こ と も 多 い。 と い う の は、 そ の よ う な デ ー タ に 基 づ き、 リ ス ク の 見 積 も

り、 アセスメ ントな ど、 「評価」
という価値 判断の入った記述情報が要請さ れる場合もあるか

ら で あ る。 そ の よ う
な 場 合 に は 情 報 の 作 成 と 提 供 に 当 た り よ り 一 層 の 慎 重 さ が 求 め ら れ るＨ〕。

また、 特定物質の 排出
規制等のために、 さま ざまな 経済的手法を用いるこ とで簿記上の 「取

引」 と して認識可能 なものもあろう。 こ の場 合は貨幣という、 物量情報 ではない、 別次元 での

資源配分にっな がる 意志決定への影響を もた らすことになる。 とくに企業 が市場を
べ一スに競

争 活 動 す る 点 か ら 言 え ば、 貨 幣 イ ン フ ロ ー ・ ア ウ ト フ ロ ー へ の 影 響 に は 敏 感 に 反 応 す る こ と が

予想される。 市場を 利用 した環境保護行動の 誘導が期待されるのである。 そ のために も、 「取

引」 を 「可視化」 す ることが求め られる。

ま ず、 貸 借 対 照
表 に 関 係 す る さ ま ざ ま な ア プ 回 一 チ を 考 察 し て い く が、 こ の う ち 下 記 （１）（２〕

は現行の資産・負債 ・資本分類をそのまま踏 襲し、 それに新たな環境資産や環境負債を加える、

と い う 比 較 的 簡 単 な ア プ ロ ー チ で あ る。 そ れ に 比 べ 下 記 １３ 川 ） は、 資 産 に つ い て 環 境 ・ エ コ

ロジーの視点か ら徹 底的な再分類を行う もの であ る。 １３〕（４） にっ いてはそ の 大枠 的な 考 え方

を 示 す に 止 め る が、 （１〕（２） の ア プ ロ ー チ と （３）１４〕 の ア プ ロ ー チ と が 相 互 に 排 他 的 と い う わ け
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ではなく、 さらに理論展開すれ ば、 こ れら４つ の要素
を組み合 わせて総合的な 「環境貸借対照

表」 を 構 築 す る こ と も で き よ う。

（１） 貸借対照表ア プローチ ー 排 出権取引

フ ロ ン や Ｃ Ｏ里、 Ｓ Ｏ。、 Ｎ Ｏ皿 な ど に つ い て 国 内 単 位
あ る い は 世 界 単 位 で 人 口 あ る い は

経済規模な どを基準に一人当 たり ・一国当たりの環境へ の許容排出量を決定 し、 そ れを排出

企 業 に 割 り 当 て るＩ５〕。 そ し て、 環 境 基 準 を ク リ ア し て 排 出 割 り
当 て の 超 過 し て い る 企 業 は、

その超過分を 「排出権」 という権 利として資産化 し、 許容排出基準をオー
バー して排出権の

不 足 し て い る 企 業 に 売 却 で き る よ う に す る。 こ の よ う に し て 排 出 権 を 巡 っ て 市 場
が 形 成 さ れ、

環境基準達成に熱心な企業 はそ の投資等の努力が 「排 出権売却収益」 と して 報わ れることに

なり、 一方、 社会的コス トを出し続けて来た環境保護 に疎い企業は排出 権購
入に伴って現金

が 流 出 す る と い う ペ ナ ル テ ィ ー を 負 う こ と に な る。 こ れ は
「善 人 ほ ど 報 わ れ る」 、 っ ま り モ

ラ ル ハ ザ ー ド が 生 じ に く い シ ス テ ム で あ る。
な お、 排 出 権 購 入

が 一 種 の 「免 罪 符」 と な り う

る可能性は否定できな い。 規制当局が緩めの基準を 設定することもあり 得る。 こ
れに対処す

るには、 排出基準・排出 権総額の割り当ての定期 的な見直しが必要である。 ま
た、 環境保護

団体が排出権を取得 し、 以後 企業への売却は行わ
な いとすると、 排出権 の供給が減る。 そこ

で、 排出権の市場価 値が高ま り、 排出権購入より も環境改善の
ための投 資の方がますます安

上がりとなるた め、 環境基準達成圧力が
一層高 められる。 実際このような例 がアメ リカでは

あり、 そこで は排 出権を有する企業が環境保護 団体 に
売却ではなく何と 「寄 付」 した。 これ

によって当該企業 は環境保護と社会貢献活動との両 者を実施したことに なる
蝸〕
。

（２） 貸借対照表 アプロー チ ー 環境負債

ア メ リ カ の ス ー パ ー フ ァ ン ド 法 に 見 ら れ る よ う に、 環 境 基 準 が 新 た に 設 定 さ れ る と、 以 前

の野放 し状態の 時になさ れた汚染や環境破壊にっ いて， 遡 及的 責任 が 課せ ら れるこ とが あ

る’刊。 一 般 に、 環 境 破 壊 の 影 響 は 多 年 に わ
た り、

そ の 回 復 費 用 も 莫 大 で あ る と 言 わ れ る。 し

かも、 より良い 環境 を求
める社会的圧力は経済 が豊かになればなる ほど高ま り、 過去の 「っ

け」 を 支 払 っ て 行 く 機 運 も 高 ま る と 考 え ら れ る
岨〕
。 従 っ て、 企 業 に は、 か っ て 回 避 し た 環 境

破壊・汚染コス トの支払いが現実に要求されたり、 その可能性 （リ スク） が今後生ずること

にもなる。 現実 の支払い要求に即時に対
処できな いのであれば残額 が負 債として繰り越され

ることになる。 また リスク
が具体的に認識・測 定さ れる場合には予め負 債計上し、 企業資

産

の マ イ ナ ス 要 因 と し て 早 め に 認 識 し、 リ ス ク 実 現 の 時 点 に 備 え る 必 要 が 出 て く る の で あ る。

（３） 貸借対照表 アプロー チ ー 環境資本の再分 類

マ ク ロ 会 計 の 分 野 で、
ピ ア ー ス ら に よ り イ ギ リ ス に お い て 公 式 に 表 明 さ れ た 資 本 の 三 分 類

一 人 造 資 本 （ ｍ ａｎ－ｍ ａｄｅ ｃａｐｉｔａ１） ・ 自 然 資 本 （ ｎａｔｕｒａ１ ｃａｐｉｔａ１） ・ 枯 渇 性 資 本 （ ｃｒｉｔｉｃａユ

ｃａｐｉｔａ１） 一 を 企 業 会 計 に も 適 用 し よ う と い う も の で、 グ レ イ 氏 が 提 唱 し て い る も の
’昌〕
。 た

だ し、 具体 的
な 勘定分類の段階までは提示され ておらず、 今後の展 開が期待 さ れる。 た

だ
、
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筆者の私 見では・ このア プローチ はマクロ会計で国全体あるい はある 地域全体の資源の利用

状 況 の 把 握 に は 適 し て い る が、 企 業 会 計 へ の 適 用 は か な り 限 定 さ れ る と 考 え る。 と い う の は、

企業資産 にお ける自然資産と は、 一次 産品の生産業種以外は所有 地内 の空地・立木や海 浜等

以外に は想定 困難だからであ 孔 しかし、 ここでは紙幅の都合 もあり・ 詳論は避け 孔

（４） 貸借対照 表アプローチ ー 廃 棄可能性による資産分類

物質の自然 循環の観点か ら、 す
な わち、

廃棄 した場合、 自然界 の作用 に委ねて分解さ れる

か否かの観点 からすべての物理的 資産 を再分類する珊〕。 すなわち、 「生物資源： 廃 棄可 能 ・

生物分解性資産、 生態系内循環性 資産」 と 「地下資源＝廃棄不能 資産、 非循環性資産」 とに

分類する。 非 循環性資産にっいて は 「廃棄」 は生じ得
ない。 というの は、 自然界に投棄 して

も分解されず 拡散するだけで、 将 来 「生物濃縮」 のよう
な悪影響のリ スク が未来永劫、 続く

からである。 非循環性資産は有害 危険 物質といってもよい。 このよう
な危険物質と して は重

金 属、 化 石 燃 料、 ウ ラ ン、 プ ル ト ニ ウ
ム
、 有 機 塩 素 化 合 物

な ど が あ る。 こ れ ら に っ い て は 無

毒化技術の確 立と併せ、 その使用 量の 削減 （最終的には使用 し
な い） を目標と し、 経過 的に

利用せざるを 得な い場合は、 自然界 への流出を避けるた
め、 閉鎖系内 での厳重な数量、 保管

体制の監視と 報告が必要となる。 循環 性資産と非循環性資産との 区別 を厳格に し、 自然 の循

環 シ ス テ ム の 授 乱 ・ 破 壊 を 防 ぐ こ と が 大 切 で あ る。

循環性資産 にっ いては、 原則と して 自然界への廃棄
が可能である が、

窒素・リ ン等の 富栄

養化現象 もあるの で、 例えば河川の流 域別 排出割当・排出権
を設定す る必要のある場合 もあ

る
。

な お、 こ の ア プ ロ ー チ で は 物 理 的 特 性 の み に 着 目 す る た
め、 絶 減 危 慎 種 や ハ ビ タ ッ ト の 保

全には結 び付かな いので、 上記（３）
と相補的に展開 する 必要があ 乱

（５） 損益計算書ア プローチ

環境対策にかか る費用を明示するよう に、 損益計算書の項目を改造する。 これにより、 社

会的費用 （環境コ スト） の内部化を図り、 企業あるいは製品購買者たる消 費者がコス ト負担

することを可能に する。 また、 多額の 環境対策費を負担する企業がそう でない企業に比べて

一般には利益額が 減少すると考え られ るがそれに伴う財務上のマイナ スを緩和 する働き も有

す る。

もちろん、
諸種 費用 のうち、 その何 パー セントが環境対策費である か決 定することは困難

で あ る ケ ー ス も あ ろ う。 こ の こ と は、 環 境 の 改 善 に 及 ぼ す 影 響 を ど の 範 囲 と す る か に よ っ て

も上下するであろう。 この種の社会的 費用 を内部化する際には従来か らい かに客観的な数値

を得るかが議論さ れ、 結局合意が得 られず見送 られて来たことは会計学研 究者にはよく知 ら

れている。 しか し、 環境問題の緊急性と重 大性に鑑みて、 今回も見送るこ とは何と して も回

避しなければな らな い。 戒めの言葉と して 次の二人の言葉を引用 しておこう。

環境コス トの 計算とは 「暗に規範 的判 断をすること、 市場の金銭的評価 ではなく、 社会
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が 「評価」 しようとすることにっいての ルー ルを作ることだ… たとえ決定権者が 「高

目」 に 見 積 も っ … て も、 そ の 決 定 権 者 の 見 積 も り を 間 違 い で あ る
と は 言 え な い。 …

環境 問題におけるわれわれの経験 は、 絶 えず、 われわれの行為
が当初の予測以上に、 より

長 期 的 で か つ 広 範 囲 に 及 ぶ 損 害 を 起 こ し て き た こ と の 発 見 で あ っ た別〕。」

「た んに環境コス トの見積 もり が難 しいということだけで努力 を放 棄することは、 二っの

理 由 か ら 受 け 入 れ が た い。 ま ず 第 一 に、 お よ そ の 価 格 を 設 定 す る こ と が、 ま っ た く 何
も な

い よ り は、 よ り 良 い 政 策 の
基 礎 と し て 使 え る。 … 第 二 の 理 由 は、 そ れ に よ り 邪 道

な 行

為 を 防 ぐ こ と に あ る盟）。」

また、 環境対策費その もの の認
定も、 環境基準が強化され ればされるほど認定

基準が高ま

る の で、 一 時 代 前 の 環 境 コ ス ト は
「単 な る 費 用」 と 変 化 す る こ と に な る。 ま た、 現 在

定 め ら

れて いる環境基準遵守のためのコス トは （罰 則規定がなけれ ば実 現性は薄いが） 守って当然

の、 っまり 支払って当
然のコス トであ るから、 それが末払い であり 当期以降に対策費

を充て

るという ことは一種の脱法行為である。 そ こで、 そのような法律 違反の事後的対策費
と、 環

境基準 を上回る自主的基準の達成費と を明確に区別 しなくて は環 境コスト計算は倫理的に は

完全と はならない。 過去の公害の 付けを現在支払うその額が いく ら多額であって
も
、 そ
れに

は 積 極 的 評 価 は 与 え ら れ な い の で あ る盟〕。

２． 環 境 監
査

カ プラ らによれば、 環
境監査と今 日呼 ばれるものには大きく次の 二っ の もの があ ると い ㌔

まず、 皮相 的環境主義に則っ
た 「遵 守監 査」 であり、 これ は法律・ 規制への

遵守度を監査する

ものであ る。 これは企業の対応と しては後ろ向きであり、 政府・ 自治体の作成
した基準に消極

的 に 対 応 す る こ と に な る と い う。 一 方、 デ ィ ー プ ・ エ コ ロ
ジ ー に 則 っ た 「エ コ ロ ジ ー 監 査」 は

遵守監査 とは異なり、 企業が制度的 基準 を上回る自主的基準
を設 け、

しかも生態学的健全性を

確 保 す る た め、 あ ら ゆ る 活 動 レ
ベ ル で の エ コ ロ ジ カ ル ・ マ ネ ジ メ ン ト を 実 践 し て い る 場 合 に の

み、 実 現 で き る 監 査 で あ る
別〕
。 つ ま り、 遵 守 監 査 と エ コ ロ

ジ ー 監 査 と の 違 い は、 そ れ が ど の よ

うな基準 で良否の判定をする （監査する） のかだけではなく、 その 前提として、 経営活動・組

織 体 制 が エ コ ロ ジ カ ル か ど う か と い う こ と も 含 ま れ る。

また、 監査主体の観点か ら、 企業 内部 者
が行う 環境監査、 企業外 部の第三者が行う環境監査

が考え られる が、 これは会計監査で いう 内部
監査と外部監査の違 いと同様の違いである。 この

監査主体の 問題は監査結果の ディスクロ ージャーとも関連が深 い。 もし監査結果を企業外に開

示するの であ れば、 情報の信頼性確保の た
めに第三者による外部監 査が必須のものとなる。 こ

れは財務 監査とディスクロー ジャーの関係 と全く 原理的に は同 一の 考え方である。 監査主体と

非監査主 体との利害関係が濃厚な場合、 監査結果には十分な客 観性 は期待できない
盟〕
。

そ れ で は 監 査 結 果 の デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー は 必 要 か ど う か が 問 題 と な る。 現 在 考 案 さ れ て い る

環 境 監 査 は 多 様 な も の が あ る が、
理 念 的 に は エ コ ロ ジ カ ル ・ マ ネ ジ メ ン ト に 立 脚 し た エ コ ロ ジ ー
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監査が、 監 査主体としては第三者 が行う外部環境監査が、
監査結果については社会への ディ ス

ク ロ ー ジ ャ ー を 行 う こ と が 最 も エ コ ロ ジ カ ル で あ り、 民 主 主 義 的 で
あ る と い う こ と が で き る が、

そ の 詳 細 な 論 拠 に っ い て は 別 稿 に 譲 り、 次 に 環 境 情 報 デ ィ ス ク ロ ー
ジ ャ ー を 考 察 す る こ と と す

る。

３． 環
境 情 報 デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー

上記１．
２
．で 検
討されたさまざまな 環境情報を最終的には企業内部 に留 め置 かず、 積 極的 に

社会に公開する ことが望まれる。 ま ず、 既存の財務諸表の項目を変更 したり、 資産分 類にっ い

て複数の貸借対 照表を作成するな どして、 環境コストや環境資産、 環境負債を明示 し、 企業の

環境に対する責 任を明確化する。 副 次的には株主・投資家にとっては新たなリスクを 発見で
き

た り、 環 境 保 護 に 熱 心
な 企 業 を 選 好 し て 投 資 で き た り す る よ う に な る（ グ リ ー ン ・ イ ン ベ ス

ター）。 ま た消費者や従業員
も企業の環境保護への 姿勢を判断できるようにな り、 選択

的な 購

買 活 動 （グ リ ー ン ・ コ ン シ ュ ー マ ー） や 働 く 場 の 選 択 に 影 響 す る こ と が 考 え ら れ る
蝸〕
。

また財務諸表 とは別の 「基準遵 守報 告書」 を作成し、 さまざまな環境規制の達 成状況を開示

して基準達成の 社会的圧力を高める ことが望まれる”）。 環境基準を越える自主 的基 準そ の他 の

ボ ラ ン タ リ ー 活 動 に つ い て は 企 業 独 自 の 「環 境 報 告 書」 を 作 成 し、 エ コ ロ
ジ カ ル ・ マ ネ ジ メ ン

トの実践とその 達成状況を公衆に開示 し、 他企業を含めた社会の啓蒙活動
を実践する ことがで

きる。 現在、 こ のよ う
な環境報告の 先駆的試みが日本や欧米諸国の幾つかの企業 で実 践されて

お り、 そ れ に つ い て の
実 態 調 査 も 実 施 さ れ て い る朋㌧

こ れ ら 何 れ の ケ ー ス に あ っ て も、 情 報 の 開 示 に 当 た っ て は、 本 来 的 に は 第 三 者 に よ る 監
査 が

必要である。 このた めには、 例え ば現 在ＥＣで制度化されっつある 「公認環境検 証
人 制度」 な

ど を 参 考 に す る こ と が で き る鴉〕。

ＩＶ．
お わ り に

以上、 環境情報の 認識と測定、 とく に会計本体への包摂について検討
してきた。 ま た、 環境

監 査、 環 境 情 報 デ ィ ス ク ロ ー ジ ャ ー に つ い て も 簡 単 に 触 れ た。 こ
れ ら 三 者 が グ リ ー ン ・ ア カ ウ

ン テ ィ ン グ を 構 成 す る も の で あ る。 グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン
グ と 呼 ば れ る も の が 決 し て 既 存

の伝統的会計学の体系か ら逸脱する ばかり ではなく、 複式簿記機
構の枠内でさえ、 多 彩な 可能

性が秘められていること が理解できる であ ろう。 我
々会計学研究者にも環境問題への 積極的関

与が可能であり、 む しろ エコロ
ジーに配慮 しな がら 「経済的実像を構築する」 上で出 現するさ

ま ざ ま な 困 難 に 対 処 す る た め に こ そ、 会 計 学 が イ ニ シ ア テ ィ
ブ を 取 る 必 要 が あ る。

も っ と も、 グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ は 既 存 の 複 式 簿 記 機
構 を 援 用 し 財 務 諸 表 を 活 用 し て

いく 方向と、 複式簿記 機構を脱し、 数量 指標・記
述情報の体系を構築する方向との二 面性を有

している。 複式簿記を外 れる物量 データや アセ スメ ント
などの記述情報について も 「会計」 と

い う か ど う か は 個 々 人 の 解 釈 に 委 ね ら れ よ う。 し か し 「ア カ ウ ン テ ィ ン グ」 と い う 言 葉 を も っ
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と広く解 釈し、 「行為に対する 説明 ・釈明」
と理解すれば、 環境 問題全般に対する企業の説明

が 企 業 の グ リ ー ン ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ と な る の で あ ぴ
〕
。 複 式 簿 記 を 通 過 し た 環 境 情 報 も、 そ

う で な い 情 報 も、 「環 境」 と い う 次 元 で は
共 通 し て い る。 そ の そ れ ぞ れ に っ い て、 認 識 ・ 測 定、

監 査、 デ ィ ス ク ロ ー
ジ ャ ー が 考 え ら れ る が、 こ

れ に つ い て は 複 式 簿 記 シ ス テ ム に 乗 っ た 情 報 か

否 か に か か わ ら ず 論 ず る こ と が で き る は ず で あ る。

そ こで、 どのような方法論で環境 情報
を体系化するかが新たな 問題として浮上 してくる。 本

稿で は企 業の環境情報の認識と測 定、 環境監査、 環境情報 ディ スク ロ
ージャーの三者の 概念 的

な結 び付 きにっいての検討 はあまり 深められなかった。 この三 者は決して
バラバラに展 開さ れ

る の で は な く、 統 一 的 に 把 握 し、 実 践 へ の 道 を 模 索 し て 行 く こ
と が エ コ ロ ジ カ ル な 企 業 経 営、

エコロ ジカ ルな社会の実現に は不可欠と考える。 それに は
「利 益」 のみに企業の評価を 求める

ので はなく、 「環 境」 面での評価をも付け加えた、 複眼的・多次元
的な企 業 評価 が必 要 と考 え

ら れ る。 そ の た め の 概 念 枠 組 み と し て 筆 者 は
パ ブ リ ッ ク ・ ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ を 予 定 して い る。

こ れ は デ ィ ー プ ・ エ コ ロ ジ ー 思 想 と も 関 係 す る 概 念 で あ る が、 そ の 展 開 に つ い て は 別 稿 に て 検

討 を 深 め た い。

注

１） パ ブ リ ッ ク ・ ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ、 社 会 的 ア カ ウ ン タ
ビ リ テ ィ に つ い て は Ｒｏｂ Ｇｒａｙ，

ＤａｖｅＯ ｗｅｎ，

Ｋ ｅｉｔｈ Ｍ ａｕｎ ｄｅｒｓ，
Ｃｏｒρｏｒα亡ε ８ｏｃ三α王 肋 ρ ｏ 〃 几８

■ λ ㏄ ｏ阯π工ｊπ８ απｄ α ㏄ ｏ Ｕ 〃 αろ土 胱 ツ ー ，
Ｐｒｅｎｔｉｃｅ

／ Ｈａ１１，ＵＫ，１９８７ （水 野 一 郎、 向 山 敦 夫、 國 部 克 彦、 冨
増 和 彦 共 訳、 山 上 達 人 監 訳 『企 業 の 社 会 報 告

一 会 計 と アカ ウ ン タ ビリ テ ィ ー 」 白 桃 書房、 １９９２ 年） 、 飯 田 修 三 「現 代企 業 の 企 業 会 計 と 社 会 関

違 思 考」 （ 『追 手 門 経 済 論 集』 第 ２８ 巻 第 １ 号、 １９９３ 年 ４月） 、 山 上 達 人 「アカ ウ ン タ ビリ テ ィ 概 念 の

拡 充 と ク リ ー ン ア カ ウ ン テ ィ ンク ー 社会 関 連 会 計 の 新 し い 展 開 」 （ 『産 業 と 経 済 （奈 良 産 業

大 学）」 第７ 巻 第 ３ 号、 １９９２ 年 １２ 月） 、 向山 敦 夫 「社 会 関 連 報 告 と ア カ ウ ン タ ビリ テ ィ ー 社 会 的 ア

カ ウ ンタ ビ リ テ ィ の 検 討 一 」 （ 『岡 山 大 学 経済 学 雑 誌」 第 ２２ 巻 第 ３ ・ ４ 号、 １９９１ 年 ２ 月）， 國 部 克

彦 「社 会 的 アカ ウ ン タ ビリ テ ィ の 論 点」 （ 『経 営 研 究」 第 ４４ 巻 第 １ 号， １９９３ 年 ５月） 等を 参照 の こ
と。

な お、 筆 者 は 環 境 監 査、 環 境 情 報 デ ィ ス ク ロ
ー ジ ャ ー と

パ ブ リ ッ ク ・ ア カ ウ ン タ ビ リ テ ィ と の 関 係 を

別 稿 で 論 ず る 予 定 で あ る。 冨
増 和 彦 「エ コ ロ ジ カ ル ・ ア カ ウ ン テ ィ ン グ と パ ブ リ ッ ク ・ ア カ ウ ン タ ビ

リ テ ィ」 （ 『産 業 と 経 済 （奈 良 産 業 大 学） 』 第 ８ 巻 第 ２ 号、 １９９３ 年 ９ 月） を も 参 照 さ れ た い。

２） エ コ ロ ジ カ ル ・ マ ネ ジ メ ン ト に つ い て は 次 の 文 献 を 参 照 さ れ た い。 Ｅ ・ カ レ ン
バ ッ ク・ Ｆ ・ カ プ ラ・

Ｓ・ マ ー バ ー グ 著、
霜 田 栄 作 訳 『エ コ ロ ジ カ ル ・ マ ネ ジ メ ン ト』 ダ イ ヤ モ ン ド 社、 １９９２ 年 １ 月。

３） Ｒｏｂ Ｇｒａｙ，
τ 加 Ｇｒθｅηｊπｇ ｏ∫ λ ｃｃｏ砒 ｍαηｃγ 丁 加 Ｐｒｏゾｅｓ８ｊｏη α∫‘ｅｒ Ｐｅαｒｃε（ Ｔｈｅ Ｃｈａｒｔｅｒｅｄ

Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ ｏｆ Ｃｅｒｔｉｆｉｅｄ Ａ ｃｃｏｕｎｔａｎｔｓ；Ｃｅｒｔｉｆｉｅｄ Ｒ ｅｓｅａｒｃｈ Ｒ ｅｐｏｒｔ１７ ），
Ｃｅｒｔｉｆｉｅｄ Ａ ｃｃｏｕｎｔ－

ａｎｔｓ Ｐｕｂ１ｉｃａｔｉｏｎｓ Ｌｔｄ．，
Ｌｏｎｄｏｎ，

１９９０
，ｐ．
２６
．
な お 本 書 は 近 日 翻 訳 書 が 菊 谷 正 人 編 訳・ 神 谷 健 司・ 松

井 泰 則、 向 山 敦 夫、 冨 増 和 彦、 水 口 剛、 佐 藤 信 彦、 近 田 典 行 共 訳 『環 境 保 護 と 企 業 経 営 （仮 称
） 」 白

桃 書 房、 と し て 出 版 さ れる 予 定で あ る。 ま た 本 書 の 紹 介 と して、 冨 増 和 彦 「（原 著 紹 介）
グ リ ー ン ・

ア カ ウ ン テ ィ ン グ」 （ 『社 会 関 達 会計 研 究』 第 ４ 号、 １９９２ 年 １１ 月） の ほ か、 環 境 保 護 研 究 会 「文 献 紹

介」 （日 本 大 学 経 済 学 部 産 業 経 営 研 究 所 刊 『産 業 経 営 研 究』 第 １４ 号、 １９９３ 年） が あ る。
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４） Ｒｉｃｈａｒｄ Ｓｐ ｕｒｇｅｏｎ，
亙ｃｏ王ｏｇツ，

Ｕ ｓｂ ｏｒｎｅ Ｐ ｕｂ！ｉｓｈｉｎｇ Ｌｔｄ．，
Ｌｏｎｄｏｎ，

１９８８
，ｐ．
３５
．

５） Ｅ ・ カ レ ン バ ッ ク・ Ｆ
・ カ プ ラ・ Ｓ

・ マ ー バ ー グ ｒ前 掲 邦 訳 書』 ５３ ～ ５８ ぺ 一 ジ 参 照。

６） も ち ろ ん、 こ の よ う
な パ ラ ダ イ ム 転 換 は 企 業 だ け に 求 め ら れ る の で は な い。

あ ら ゆ る 組 織
、
そ し て

個 人 レベ ル で の 意 識 改 革 が必 要 で あ 乱 そ う でな け れ ば エ コ ロ ジ カ ル な 社 会 の 構 築 は で き な い。 市 民

社 会 に 基 礎 を 置 く 民 主 主 義 の 枠 内 で は、 企 業 ・ 政 府 ・個 人 の 三 者 の 緊 張 関 係、 相 互 チ ェ ッ ク 体 制 が 必

要 だ か ら で あ る （内 橋 克 人、 奥 村 宏、 佐 高 信 共 著 『 「会 社 本 位 主 義」 を ど う 超 え る 一 新 しい 企

業 社 会 の ハ ラ タ イ ム 」 東 洋 経 済 新 報 社、
１９９２ 年、 参 照）。 何

れ の 側 に あ っ て も、 エ
コ ロ ン カ ル な

発 想 の 転 換 に よ り 相 互 批 判 す る こ と で、 生 態 学 的 に 健 全 な 社 会 （持 続 可 能 な 社 会） を 建 設 す る こ と が

で き る。 も ち ろ ん、 企 業 ・ 政 府 ・ 個 人 の 各 セ ク タ ー に 全く 同 様 の 行 動 基 準 を 当 て は め る こ と は 不 適 当

で あ る。 例 え ば 情 報 公 開 に し て も、 個 人 に と っ て は プ ライ バ シ ー の 侵 害 に つ いての 検 討が 企業 や政 府・

自 治 体 の 情 報 公 開 の 場 合 よ り も 格 段 の 配 慮 を 求 め ら れ て し か る べ き で あ 乱

７） 國 部 克 彦 「社 会 理 論 と して の 会 計 研 究 ω １２） ク ロ ス ・ ハ ラ ダイ ム 研 究 の 可 能 性 一 」 （ 『會 計」

第 １４３ 巻 第 ４ 号、 第 ５ 号、 １９９３ 年 ４ 月 、 ５ 月） 参 照。

８） ディ ー プ ・ エ コ ロ ジ ー （深 層 エコ ロ ジ ー） に 対 立 する 言 葉 と し て皮相 的 環境 （保護） 主義 （ｓｈａ１１ｏｗ

ｅｎｖｉｒｏｎ ｍｅｎｔａ１ｉｓｍ ま た は １ｉｇｈｔｇｒｅｅｎ） が あ る。 Ｅ ・ カ レ ン
バ ッ ク、 Ｆ ・ カ

プ ラ、 Ｓ ・ マ
ー バ ー グ

『前 掲 邦 訳 書」 ４５ ～ ４９ ぺ 一 ソ・ 参 照。 ま た、 山 田 國 廣 『地 球 汚 染 か ら の 脱 出 水 循 環 と エ ン ト ロ

ピ ー 一 』 ア グ ネ 承 風 社、 １９９１ 年、 １９７ ～ １９９
ぺ 一 ジ、 参 照。

９） Ｒ
．
Ｇ ｒａｙ，ｏρ ｃ

北．， ｐ．
６３．

ｌＯ） Ｒ
．
Ｇ ｒａｙ，

Ｌ ｏｃ．ｃ
絶
．

１１） 「可 視化」 につ い て は、 國 部 克 彦 「ポ ス ト ・ モ ダ ンと 会 計 研 究」 （ 『曾 計」 第 １４０巻 第６ 号、１９９１ 年

１２ 月） ら を 参 照。

１２） ゾ ン バ ル ト や ゲ ー テ、 マ ル ク ス、
プ ル ー ド ン ら が 簿 記 を 非 常 に 重 視 し て い た の は こ の こ と の た め で

あ る。 高 寺 貞 男 『会 計 学 ア ラ カ ル ト』 同 文 舘、 １９８
２ 年、 参 照。

１３） ポ ー ル ・ 工 一 リ ッ ク、 ア ン ・ 工 一 リ ッ ク 共 著、 戸 田 清、 青 木 玲、 原 子 和
恵 共 訳 『絶 滅 の ゆ く え

一 生 物 の 多 様 性 と 人 類 の 危 機 一 』 新 曜 社、 １９９２ 年、 原 注 ３０ ～ ３１ ぺ 一 ジ、 参 照。

１４） 環 境 情 報 科 学 セ ン タ ー 編、 山 県
登 訳 『環 境 の リ ス ク ・ ア セ ス メ ン ト」 産 業 図 書、

１９８１ 年
、
参 照
。

１５） こ れ を 国 際 的枠 組 み に お け る 「エ コ ・ ラ イ ト （温 室 効 果 ガス 排 出権） 」 と し て取 り 上 げ て い る 例 と

して は、 合 崎 堅 二 「環 境 間 題 と 会 計」 （ 『倉 計」 第 １４０ 巻 第 ３ 号、 １９９１ 年 ９ 月） を参 照、。

１６） 日 本 経 済 新 聞 １９９３ 年 ３月 ２４ 日 付 夕 刊 「公 害 ガ ス １ 万 ト ン排 出 権 贈 り ま す 一 米 電力 会 社 が 健 康 団

体 へ 一 一 」 を 参 照。

１７） ア メ リ カ の ス ー パ ー フ ァ ン ド 法 に つ い て は、
植 田 和 弘 「 ス ー パ ー フ ァ ン ド の 中 間 決 算

一 Ｃ Ｅ Ｒ Ｃ Ｌ Ａ か らＳ Ａ Ｒ Ａ へ 一 」 （『公 害 研 究」 第 １９ 巻 第 ４ 号、 １９９０ 年 春 号） 、 東 京海 上 火 災

保 険 株 式 会 社 編 『環 境 リ ス ク と 環 境 法 ・ 米 国 編」 有 斐 閣、 １９９２ 年 を 参 照。

亘８） Ｃｆ
．
Ｆｒａｎｃｅｓ Ｃ ａｉｒｎｃｒｏｓｓ，

Ｃ ｏ 釧 η８ 肋 ｅ 亙αｒ 肋，
Ｔ ｈｅ Ｅｃｏｎｏ ｍｉｓｔ Ｂｏｏｋｓ Ｌｔｄ．，

Ｌ ｏｎｄｏｎ，
１９９１
，ｐ．
１２

（フ ラ ン シ ス ・ ケ ア ン ク ロ ス 著、
東 京 海 上 火 災 保 険 グ リ ー ン コ ミ ッ テ ィ 訳 『 地 球 環 境 と 成 長

一 環 境 に 「値 段」 を つ け る 」 東 洋 経 済 新 報 杜、 １９９２ 年、 ２ ぺ 一 ソ、 参 照。 ）

１９） Ｃｆ
．
Ｒ
．
Ｇ ｒａｙ，ｏρ ｃ

れ
．，
Ｄ ａｖｉｄ Ｐｅａｒｃｅ，

Ａ ｎｉ１ Ｍ ａｒｋａｎｄｙａ，
Ｅ ｄ ｗ ａｒｄ Ｂ．

Ｂ ａｒｂｉｅｒ，
〃 ｍ ｐ ｒ 〃 ／ｏｒ α

Ｇ ｒｅ 舳 亙ｃｏπｏ ㎜ ツ，
Ｅａｒｔｈｓｃａ ｎ Ｐｕｂユｉｃａｔｉｏｎｓ Ｌｔｄ．，

Ｌ ｏｎｄｏｎ，
１９９１
．

２０） こ の 資 産 分 類 の 発 想 は 次 の文 献 に 多 く を 負 っ て い 乱 槌 田 敦 「エ ン トロ ピ ー 論 と 廃 棄 物」 （ 『別

冊 経 セ ミ ・ エ ン ト ロ ピ ー 読 本１Ｖ ・ ガ ボ ロ ジ ー と エ ン ト ロ ピ ー」 日 本 評 論 社
、
１９８７ 年）

、
槌 田 敦 『環

境 保 護 運 動 は ど こ が 間 違 っ て い る の か ？』 ＪＩＣＣ 出 版 局、 １９９２ 年。
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２１） ク リ ス トフ ァ ー ・ ス ト ー ン 稿、 岡 嵜 修、 山 田 敏 雄 訳、
畠 山 武道 解 説 「樹 木 の 当 事 者 適 格 一 自 然

物 の 法 的 権 利 に つ い て 一 」 （ 『現 代 恩 想』 第 １８ 巻 第 １１ 号、 １９９０ 年 １１月）、 ７４ ぺ一 ジ。

２２） フ ラ ン シ ス ・ ケ ア ン ク ロ ス 『前 掲 邦 訳 書』 １２ ～ １３ ぺ 一 ジ。

２３） 菊 谷 正 人 「環 境 破 壊 と 会 計 ・ 租 税 制 度」 （ ｒ曾 計』 第１４３ 巻 第 ５ 号・ １９９３ 年 ５ 月） を 参 照。

２４） Ｅ ・ カ レ ン バ ッ ク、 Ｆ ・
カ ブ ラ、 Ｓ

・ マ ー バ ー グ 『前 掲 邦 訳 書」 ４３ ～ ４９ ぺ 一 ジ、
参 照
。

２５） 環 境 監 査 研 究 会 編 ｒ環 境 監 査 入 門」 日 本 経 済 新 聞社、 １９９２年、 参 照。

２６） グ リ ー ン ・ イ ン ベ ス タ ー や グ リ ー ン ・ コ ン シ ュ ー マ ー に つ い て は、 フ ラ ン
シ ス ・ ケ ア ン ク ロ ス 『前

掲 邦 訳 書』 第９ 章 や、 日 経 ビ ソネ ス 編 ｒ環 境 に 良 い 会 社 一 地 球 に 優 し い 経 営 の 条
件 』 日 本 経

済 新 聞 社、 １９９１ 年 の 第 ４ 章、 竹 原 あ き 子
ｒ環 境 先進 企 業 そ の 発 想、 戦 略、 テ ザイ ン ー 』 日 本

経 済 新 聞 社、 １９９１ 年 の ７５ ～ ８６
ぺ 一 ジ を 参照。

２７） 基 準 遵 守 報 告 書 に つ い て は Ｒ．Ｇｒａｙ，
Ｄ．Ｏ ｗｅｎ，

Ｋ
１
Ｍａ ｍ ｄｅｒｓ，ｏρ ｃ

比
，
（山 上 達 人 監 訳 『前 掲 邦 訳 書』

を 参 照。

２８） 企 業 の 環 境 報 告 の 実 態 に っ いて は、 山 上 達 人 編 著 ｒ会 計 情 報 と テ ィ ス ク ロ ー ン ヤ
ー 杜 会 関 達 情

報 の 開示 を 中 心 と し て 一 』 白 桃 書房、 １９８９ 年、 松 尾 幸 正 『会 計 ディ ス ク ロ ー
ジ ャ ー の 理 論 と 実 態」

中 央 経 済 社
、
１９９０ 年 、 Ｕ ＮＥＰ，

Ｃｏ ㎜ραπ圭εｓ
Ｉ
Ｏｒｇα几｛ 刎 ｊｏπ απｄ 〃 舳 ｃ Ｃｏｍ ｍ砒π’ｃα亡ｊｏπ ｏπ

亙 π口か ｏπ ㎜ ｅ 耐 α 〃 ８ｓ ｍ ｓ （ Ｔｅｏｈｎｉｃａ
１ Ｒ ｅｐｏｒｔ Ｓｅｒｉｅｓ Ｎ ｏ．

６ ）
，
Ｕ ｎｉｔｅｄ Ｎ ａｔｉｏｎｓ Ｐｕｂ１ｉｃａｔｉｏｎ，

Ｐ ａｒｉｓ，

１９９１ 等 を 参 照。

２９） Ｃｆ
．
Ｃ ｏ ｍ ｍｉｓｓｉｏｎ ｏｆ ｔｈｅ Ｅ ｕｒｏ ｐｅａｎ Ｃｏ ｍ ｍ ｕｎｉｔｉｅｓ，

Ａ ｍ ｅｎｄｅｄ ｐｒｏｐｏｓａ１ｆｏｒ ａ Ｃ ｏｕｎｃｉ１ Ｒｅｇｕ
１ａ－

ｔｉｏｎ （ＥＥ Ｃ）：λ 〃ｏω三πｇ 〃ｏ 〃 耐 αｒツ ραｒ
れｃφαれｏπ ｂツ ｃｏ ㎜ραπ｛ｅｓ 加 此ｅ 肋 ｄ砒ｓ炉ｉαｊ ｓｅαｏｒ

加 α

Ｃｏ肌 ㎜砒η 伽 亙ｃｏ一 〃απα８ε㎜θπ‘ α
〃 λα 伽 Ｓｃ加 ㎜ｅ （ ＣＯ Ｍ （ ９３ ） ｆｉｎａ１，

Ｂｒｕｓｓｅ１ｓ，
１６ Ｍ ａｒｃｈ

１９９３）、 後 藤 敏 彦 「Ｅ Ｃ 環 境
監 査 制 度 創 設 の 歴 史 と 動 向」 （ 『経 理 情 報」 第 ６８６ 号・ １９９３ 年 ５ 月）・ 参

照
。

３０） 「会 計」 と い う 言 葉 をこ の よう に 広 義 に 解 釈 す る 主 張 と して は・ 大 礒 幸 雄 「ア メ リ カ お よ び カ ナ ダ

の 環 境 監 査」 （ 『企 業 会 計』 第 ４５ 巻 第 ２ 号、 １９９３ 年 ２ 月） が ある。


